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名古屋の目指す都市像

庶民革命による「自立する市民の街」

日本初の市民税10％減税

「日本減税発祥の地ナゴヤ」

地域委員会の創設

「日本民主主義発祥の地ナゴヤ」

＜庶民革命２つの柱＞

＜３つの日本一の実現！＞

日本一日本一

税金の安い街税金の安い街

日本一日本一

福祉、医療、住民自治が福祉、医療、住民自治が
行き渡った街行き渡った街

日本一日本一

早く経済復興する街早く経済復興する街
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市内総生産（平成18年度）
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※さいたま市、新潟市、静岡市、浜松市及び堺市は、平成18年度については未算定

12兆6,855億円
ニュージーランドと同規

名古屋市の経済規模

○ 人口
本市の人口は、平成２１年７月現在
２２５万７千人で、前年比０．５％増
となっています。

平成８年１月現在の２１５万２千人弱
から１３年連続で、あわせて約１０万
５千人増加しています。

昼間人口は、２５１万６千人余り
（平成１７年度国勢調査）で、昼夜間
人口比率は１１４．７％となる、周辺地
域からの流入の多い中心都市です。

○ 市内総生産
平成１８年度の本市の市内総生産は、
政令市では大阪市、横浜市に次いで
３番目の規模です。
また、本市の市内総生産は、国内総
生産の約２.５％を占めています。

大都市の人口（平成21年7月）
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パリと同規模

12兆6,855億円

ニュージーランドと同規模
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名古屋の現状

○ 平成２１年７月時点の都道府県地価調
査によると、本市の商業地基準地価平
均価格は地域経済の悪化による需要
の悪化や、不動産市況の悪化などに
より、下落はしているものの、全国平
均を大幅に上回っています。

○ 有効求人倍率は景気の後退に伴い、
昨年に比して大幅に低下していますが、
全国平均の１．５倍であり、雇用につい
ては、引続き全国を上回る水準で推移
しています。

○ 人口一人当たり年間商品販売額は、
全国平均の３．２倍であり、平成１６年
度から１９年度にかけての上昇率（名
古屋市＋８．６％、全国＋１．８％）につ
いても全国平均を大きく上回っていま
す。

一人当たり年間商品販売額(商業統計）
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市税収入の推移

○ 平成１６年度以降ゆるやかな増加傾向にありましたが、景気後退に伴い、平成２０
年度は５，１６３億円と前年度をわずかに下回りました。

5,1635,165
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13,651 14,163 14,874 15,447 15,537 16,301 15,844 15,308 14,914 14,522
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通常債 特例的な市債：減税補てん債、臨時税収補てん債、臨時財政対策債、減収補てん債（特例分）

市債残高（一般会計）の推移

○ 数次にわたる国の経済対策に呼応した社会資本の整備や特別減税の実施に伴う財源対策等に
よって、市債発行額は増加傾向にありましたが、投資的経費の抑制などにより市債の発行を抑制
した結果､市債残高は平成１７年度には昭和３４年度以来４６年ぶりに減少に転じ、以後４年連続
で減少しました。

＊市立大学分は独立行政法人化により平成１８年度から一般会計で経理されるが、比較のため、平成１６年度と平成１７年度は市
立大学分を一般会計に組替計上した。
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市債残高（全会計）の推移
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＊市立大学分は独立行政法人化により平成１８年度から一般会計で経理されるが、比較のため、平成１６年度と
平成１７年度は市立大学分を一般会計に組替計上した。
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財政指標の推移

○ 経常収支比率とは、市税や地方交付税
など毎年経常的に収入される一般財源
が、人件費や扶助費、公債費など、固定
的に支出される経常歳出にどの程度充
当されるかを示す比率です。

○ バブル経済崩壊後、数次にわたる国の
経済対策に呼応した地方債の増発に伴
う公債費の増などにより、経常収支比率
が上昇する傾向にありました。

○ 平成２０年度は主に人件費、公債費、補
助費等の減により前年比０．４ポイントの
減となりました。
今後も人件費の削減をはじめとした経
常経費の圧縮に努めていきます。

経常収支比率の推移
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○ 財政力指数とは、普通交付税上の標準
的な収入を標準的な支出で除した数値
で、１を超えていれば地方交付税に頼る
ことなく、その団体の標準的な地方税収
入のみで標準的な財政運営を行う財政
力を有していることになります。

○ 本市は、平成６年度から平成１７年度ま
で、普通交付税の交付団体でしたが、平
成１８年度から不交付団体となりました。
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健全化判断比率・資金不足比率

○ 平成２０年度における健全化判断比率は基準をすべてクリアしていますが、今後も将来世代に過度な負担を残さないよう
留意して、財政運営に取り組んでいきます。

○ 平成２０年度における公営企業の資金不足比率は、病院事業、自動車運送事業において資金不足が生じています。

※ 連結実質赤字比率の財政再建基準には経過措置が設けられており、平成２０年度、２１年度については４０％、２２年度に
ついては３５％、２３年度からは３０%となります。

健全化判断比率
早期健全化 財政再建

１９年度 ２０年度 差引 基準 基準

　実質赤字比率
一般会計等を対象とした実質赤字の標準財
政規模に対する比率

- - - ※１１．２５％ ※２０％

　連結実質赤字比率
全会計等を対象とした実質赤字の標準財政
規模に対する比率

- - - ※１６．２５％ ４０％ ※

　実質公債費比率
一般会計等が負担する元利償還金及び元
利償還金に準ずる経費の標準財政規模に
対する比率

※１４．１％ ※１３．５％ △０．６％ ※２５％ ※３５％

　将来負担比率
地方債残高や債務負担行為に基づく支出予
定額など一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の標準財政規模に対する比率

※２３０．４％ ※２２４．９％ △５．５％ ※４００％

資金不足比率

１９年度 ２０年度 差引

　病院事業会計 ※１８．１％ ※９．３％ △８．８％

　自動車運送事業会計 ※６０．７％ ※５５．３％ △５．４％

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対
する比率

※２０％

区   分 概   要
本市比率

区   分 概   要
本市比率

経営健全化基準
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一般会計プライマリーバランスの推移

○ プライマリーバランスは、
世代間の受益と負担の関
係を表す指標で、(歳入－
公債収入)－(歳出－公債
費) により算出されます。

○ 公債費を除いた支出が公
債収入以外の収入で賄わ
れている状態がプライマ
リーバランスの均衡であり、
現世代の負担と受益が均
衡した状態です。

○ プライマリーバランスがマ
イナスの状態は、現世代
が負担以上の行政サービ
スを享受し、将来世代に負
担を回している状態です。
本市は平成１５年度以降、
プラスを確保しています。
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格付けの取得

○ 本市は、平成１９年１１月７日にムーディーズ・インベスターズ・サービスより格付けを
取得し、格付けは２１ランク中、上位から３番目という高い評価となっています。

○ 中立的立場の第三者機関による高い評価により、債務償還能力は極めて高いと判断
できます。

（安定的）

BCA（自治体固有の信用力）：４
※札幌市、静岡市、浜松市、福岡市、堺市、静岡県、広島県、福岡県 ：４ 京都市、大阪市、新潟県：５

○強固な税収基盤及び、地域経済活動の継続的な改善

○様々な財政健全化への施策により、全会計債務は継続して減少

○選択と集中による行財政運営に基づいて、収支バランスの維持が可能

＜ムーディーズ格付け＞
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財政状況の各都市比較（１）

○ 本市の平成２０年度の市
税収入に対する市債残高
は約３.３倍となっており、
この割合は政令市の中で
は８番目に低く、旧５大
市の中では２番目に低く
なっており、本市の債務
返済能力は高いと言えま
す。

○ また市税の徴収率が最も
高く、市税収入の確保に
努めています。

＊徴収率とは…

市税債権額に対し、どれだけ市税

収入があったかを示す、徴収実績

指標

平成２０年度市税収入、市債残高及び徴収率の各都市比較
（普通会計）
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徴収率（％） 97.6 94.6 93.9 94.4 92.0 96.3 97.0 93.8 93.6 94.0 97.2 95.4 95.4 95.2 95.8 96.5 95.8
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財政状況の各都市比較（２）

○ 自主財源比率とは、地方公共団体が
自主的に収入できる財源（市税､使用
料･手数料など）の歳入総額に占める
割合です。一般的に､自主財源比率が
高いほど歳入構造は安定的であり､財
政基盤は強固であると言えます。

○ 本市の自主財源比率は、７０．０％と
も高く､歳入構造は安定的であり､財

政基盤は強固であると言えます。

平成20年度自主財源比率の各都市比較
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○ 財政力指数とは、普通交付税上の標準
的な収入を標準的な支出で除した数値
で、１を超えていれば地方交付税に頼
ることなく、その団体の標準的な地方税
収入のみで標準的な財政運営を行う財
政力を有していることになります。

○ 本市の財政力指数（３年平均）は川崎
市に次いで高く､１を超えています。
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新財政健全化計画

○　「名古屋新世紀計画2010」を着実に推進し、「誇りと愛着の持てるまち・名古屋」を実現するための財源を確保する。
○　「第3次行財政改革計画」と連携して、行財政システム改革に取り組み、財政面での改革効果を実現する。
○　将来世代へ負担を先送りしない財政運営を行い、持続可能で強固な財政基盤を確立する。

目 標

計画期間

財政健全化の方策

市税などの
徴収率向上

税財源の
拡充強化等

保有資産の
有効活用

公平な負担
の推進

行政評価制度の活用などによる事務事業の見直し

公の施設のあり方研究会の意見などを踏まえた施設の見直し

アセットマネジメントシステムによる施設の計画的管理

ＰＦＩ・ＥＳＣＯなどによる民間活力の積極的な活用

計画的な定員管理と給与などの抑制

公営企業会計など他会計への財政支出の抑制

外郭団体の効率的な運営

新たな公会計
制度の導入

特例的な市債・財源対策と
しての市債の発行抑制

効率的な資金調達

歳入の確保 資産と債務の適正な管理歳出の見直し

平成19年度から平成22年度
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新財政健全化計画の取組み状況

市税などの徴収率向上 　市税の徴収率０.５ポイント向上などで３０億円程度の効果

保有資産の有効活用 　１４億円程度の効果

公平な負担の推進 　１１億円程度の効果

（行政改革推進債の発行などによる財源対策） 　行政改革推進債の発行などによる財源対策を行わない

行政評価制度の活用などによる事務事業の見直し

公の施設のあり方研究会の意見などを踏まえた施設の見直し

PFI・ＥＳＣＯなどによる民間活力の積極的な活用

計画的な定員管理と給与などの抑制 　１００億円程度の見直し

公営企業会計など他会計への財政支出の抑制 　２０億円程度の見直し

外郭団体の効率的な運営 　２０億円程度の見直し

　３３１億円程度の見直し

　５５億円程度の効果

合　　　計
１１６億円

　３８６億円程度の取組み

（１８０億円）

歳
出
の
見
直
し

計
１８億円

　平成１７年度に比して全事務事業数の１０％以上をシフトなど
で１９１億円程度の見直し

（２７８億円）

平成22年度数値目標

（１６２億円）

歳
入
の
確
保

平成21年度
取り組み額

０．２億円

１６億円

２億円

事　　　項

計 ９８億円

３７億円

５０億円

８億円

３億円

歳入の確保と歳出の見直し

資産と債務の適正な管理

　平成２２年度には行政改革推進債の発行を行わない 　５０億円減（１００億円→５０億円）

　市債現在高を圧縮する 　２３億円減

平成21年度取り組み額事　　　　　項
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公債償還基金（満期一括償還分）の推移

○ 平成１７年度及び平成１８年度に積立より取崩が多くなっているのは、 近の市債発行の抑制による積立額が減少

する一方、平成４年度以降、景気対策に伴う公共事業に市債を発行したものの満期が到来し、その償還のための

取崩が多くなったことによるものですが、平成１９年度以降、再び積立が取崩より多くなりました。

○ 将来の償還を確実に行うため、満期一括償還方式の借入額に対し、年６％ずつ公債償還基金へ積立を行っており、

積立不足はなく、償還に問題はありません。

- 1 1 5

- 3 3 0
- 4 3 1

- 5 9 3
- 6 5 1

4 4 0

7 5 5

1 , 1 3 6

1 , 4 6 8

1 , 6 5 0 1 , 7 0 4
1 , 5 7 2

1 , 4 4 0 1 , 4 5 7 1 , 4 6 1

5 0 6

3 1 6
2 3 1

3 8 1
4 4 7

5 1 2 4 6 14 8 5 4 7 2 4 7 3

- 5 0 2- 4 5 7

-1,000

-500

0

500

1,000

1,500

2,000

11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

億円

積立 取崩 年度末残高

＊ 一般会計分の数値を掲げた。
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公営企業経営収支の推移（１）

経営収支の推移（交通事業）

-350

-250

-150

-50

50

150

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

億円

自動車運送
事業

高速度鉄道
事業

○ 交通事業における平成２０年度の収支は、自動車運送事業が引き続き黒字を確保しました。高速度
鉄道事業は人件費の抑制や高金利の企業債の借り換えに伴う支払利息の減少等により２７年ぶり
の黒字となりました。

○ 両事業とも定期券利用者の増加等により乗車人員は増加しており、営業収益も増加しています。

○ 交通局では平成１８年度から、平成２２年度に自動車運送事業および高速度鉄道事業の経常収支
の黒字化を目標とする「市営交通事業経営改革計画」に取り組んできましたが、２年前倒しで目標を
達成しました。しかし依然として多額の累積欠損金、資金不足を抱える厳しい経営状況に変わりはな
いことから、地方財政健全化法による経営健全化計画を策定し、累積欠損金、資金不足の縮小に取
り組みます。
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公営企業経営収支の推移（２）

経営収支の推移（病院、水道、工業用水道、下水道事業）

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

億円

病院事業

水道事業

工業用水道
事業

下水道事業

○ 平成２０年度の収支は、病院事業が引き続き赤字となりましたが、水道事業、工業用水道事業及
び下水道事業は引き続き黒字となりました。

○ 近年、公立病院の経営は全国的に厳しい状況にあります。本市の病院事業においても、医師・看
護師の不足等により患者数が減少傾向にあり、経営収支は悪化しています。

○ 総務省の「公立病院改革ガイドライン」に基づき、平成２２年度の不良債務の解消を目標とした「名
古屋市立病院改革プラン」を平成２０年度に策定し、経営の健全化を目指します。
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名古屋市土地開発公社の土地保有額の推移

808
985

1,330

1,650
1,828

2,504

2,252
2,152 2,082

1,974
1,890

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 年度

億円

５年以上保有額 ５年未満保有額

○ 土地保有額は毎年度減少しておりますが、公共事業予算の削減により、特に公園事業用地の買戻しが遅れており、
保有土地の平均保有期間は長期化しています。

○ 平成１７年度に総務省の土地開発公社経営健全化団体の指定をうけ、これに基づいて長期保有土地の早期買戻
しを進めています。

○ 第２次経営改善計画（平成１８年度～平成２２年度）では、平成２２年度末に、①平成１７年度末における保有額の
半減と②５年以上保有する土地の割合を８０％以下にすることを目標にしていましたが、①の目標については平
成２０年度末までに達成しました。

○ 今後も保有高の減少、保有土地の管理及び有効活用、支払利息の軽減など、保有土地に係る様々な課題に引き
続き取り組みます。



19

公的資金補償金免除の繰上償還

　

○　金利５％以上の公的資金（旧資金運用部資金、旧簡易生命保険資金、旧公営企業金融公庫資金）の繰上
     償還 （補償金なし）を行い、財政の健全化や公営企業の経営改善に寄与します。

目 的

実施期間 平成１９年度から平成２１年度（旧簡易生命保険資金は平成２０・２１年度）

繰上償還額

１，１０８億円

平成１９年度 ４４８億円
平成２０年度 ３１２億円
平成２１年度 ３４８億円

※一部を残存年数に
応じて低金利借換

※繰上償還額は、平成１９・２０年度は実績、平成２１年度は予定額

繰上償還による
利子軽減見込額

公債費負担軽減

さらなる財政健全化

２１３億円



20

今後の財政状況の見通し

○ 景気の低迷による税収の伸び悩みが見込

まれる一方で、生活保護費や医療費など

の義務的経費は増加する見込みであり、

厳しい財政状況が予想されます。

○ そのような中で、本市は現下の経済状態

に応じた市民生活の支援や地域経済の活

性化のため、市民税１０％減税の実施を

検討しております。これは将来の地域経

済の発展に資することであり、減税のた

めの財源もこれまでの発想にとらわれな

い抜本的な行財政改革で賄います。

○ 中長期的には地域経済の活性化・発展に

伴う税収増と抜本的な行財政改革に伴う

歳出削減効果により、財政構造は改善す

ると考えています。

18,103
18,279

18,099
17,681

18,278

4,7674,7434,7724,8025,015

1,133 1,066 892911
792
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5,000

21 22 23 24 25 年度

市

税

収

入

・

起

債

額

15,000

15,500

16,000

16,500

17,000

17,500

18,000

18,500

19,000

19,500

20,000

市

債

残

高

市債残高 市税収入 起債額

億円 億円

平成２１年度は９月補正後予算、平成２２年度以降は収支見通しベース。
平成２２年度以降の市税収入は市民税１０％減税を実施した場合の見通し。
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市場公募債（全国型）の発行実績

市場公募債発行額の推移
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億円
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30年債 共同発行債 フレックス枠

１６００

１３５０

１６００

１３５０

１６３０

１４３０

償還年限別構成比の推移

33.3
43.8

50.0
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55.9
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12.5

12.5

14.8

20.2
16.1

14.8
6.2

12.5

14.8
18.4 14.0
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6.2

11.1 12.3
7.0
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31.3
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7.0

0%
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80%

100%
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年度10年債 5年債 20年債

30年債 共同発行債（10年） フレックス枠

○ 地方分権の流れの中、本市では平成１９年度から共同発行債から脱退し、全ての市場公募債につ
いて本市独自で条件を決定することとしました。近年では、１０年債での調達を中心としつつ、低金
利が続く金融情勢を反映して超長期債のウェイトを増加させています。
平成２１年度は新たな試みとして、金融情勢に機動的に対応できるフレックス枠を導入しました。
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   （単位：百万円）

６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

５   年   債 33,000 10,000 13,000 10,000

10   年   債 80,000 20,000 20,000 20,000 20,000

超  長  期  債 50,000 10,000 30,000 10,000

3,000 3,000

166,000 20,000 20,000 20,000 3,000 20,000 13,000 30,000 20,000 10,000 10,000

区　　　　　　分
月　　　別　　　発　　　行　　　額

なごやか市民債

合　　　　計

発　行　額

   （単位：百万円）

発    行

計 画 額 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月

５   年   債 23,000 10,000

10   年   債 80,000 20,000 20,000 20,000 20,000

超  長  期  債 30,000 10,000

3,000 3,000

フレックス枠 10,000

146,000 20,000 10,000 10,000 20,000 3,000 20,000 20,000

※10月以降の合計欄には発行時期が未定であるもの（5年債・超長期債・フレックス枠）は含みません。

月　　　別　　　発　　　行　　　計　　　画

合　　　　計

なごやか市民債

区　　　　　　分

13,000

20,000

10,000

平成２１年度市場公募債発行計画

平成２１年度発行計画

（参考）平成２０年度発行実績

２０年
２０年・３０年

３０年

２０年
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平成２１年度一般会計予算の概要

○ 平成２１年度は、景気の急速な落
ち込みにより、市税収入が大きく
減収となる見込みで、厳しい財政
状況の中、財政健全化に向けた
取組みを継続するとともに、下記
の４つを重点テーマとして積極的
に取り組んでいます。

・ 環境

・ 交流・産業

・ 安心・安全

・ ひと・未来

○ 一般会計当初予算額は９，９０８億
円となっており、前年度当初予算
額に比べ７１億円の増と２年連続
で増額となりました。（前年度比
１００．７％）

[　歳出　]
その他

3,919億円
39.6%

投資的経費
910億円

9.1%

扶助費
1,704億円

17.2%

公債費
1,472億円

14.9%

人件費
1,903億円

19.2%

[　歳入　]

その他
2,938億円

29.6%

市債
1,025億円

10.3%
国庫支出金

940億円
9.5%

地方交付税
5億円
0.1%

市税
5,000億円

50.5%
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一般会計決算収支の推移

○ 実質収支とは、歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度に繰り越した事業に充てる財源を控除
したものです。

○ 持続的・安定的な財政運営をめざし、行政評価制度の活用などによる事務事業の見直しをはじ
めとする歳出の削減、未利用土地の積極的な売却や行政改革等推進債の発行などによる歳
入の確保を図った結果、平成２０年度も引き続き黒字となりました。
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平成２０年度一般会計決算の状況～歳入～

○ 市税収入が占める割合は、歳入
の５０％を超えており、前年度と
ほぼ横ばいとなっています。

○ 地方交付税は、平成１８年度よ
り３年連続で普通交付税が不交
付となりました。

○ その他の収入が占める割合は、
貸付金元利収入や地方消費税
交付金をはじめとする県税交付
金の減により、 前年度に比べて
１．７ポイント低下しました。

○ 市債が占める割合は、前年度に
比べて１．５ポイント上昇しました。53.5 53.3

0.1 0.1

9.2 9.6

8.5 10.0

28.7 27.0

0%

20%

40%

60%

80%

100%

19 20

その他

市債

国庫支出金

地方交付税

市税

９，６９３億円９，６５３億円

年度
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平成２０年度一般会計決算の状況～歳出～

○ 人件費が占める割合は給
与改定などにより０．３
ポイント低下しましたが、
扶助費については子ども
医療費助成や生活保護費
などの増加により０．７
ポイント上昇したため、
義務的経費の割合は上昇
しました。

○投資的経費が占める割合は
街路事業の減などにより、
前年度に比べて１．４ポ
イント低下しました。

○その他の歳出が占める割合
は投資及び出資や積立金
の増などにより、前年度
に比べて１．０ポイント
上昇しました。

19 .7 19 .4

14 .8 14 .8

16 .1 16 .8
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38 .7 39 .7

0%

20%

40%

60%

80%

100%

19 20

その他

投資的経費

扶助費

公債費

人件費

９，６１８億円 ９，６５７億円

年度
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平成２０年度特別会計決算の状況

○ 本市では、一般会計の他、特別会計（１４）、公営企業会計（６）を設置しています。

○ 特別会計とは、特定の収入で特定の事業を行う場合など、一般会計の歳入・歳出と区分して経理
する必要がある場合に、条例で設置するものです。

（単位：百万円）

会 計 名 歳 入 歳 出 差 引 事 業 内 容

交 通 災 害 共 済 事 業 14             14             -               交通災害共済事業の運営

国 民 健 康 保 険 203,122      202,236      886            国民健康保険事業の運営

後 期 高 齢 者 医 療 31,983        31,315        669            後期高齢者医療の給付

老 人 保 健 18,240        18,240        -               老人保健医療の給付

介 護 保 険 117,220      112,558      4,662         介護保険事業の運営

母子寡婦福祉資金貸付金 1,207         1,101         106            母子福祉資金等の貸付

農 業 共 済 事 業 79             48             31             農業共済事業の運営

市 場 及 び と 畜 場 7,354         7,354         -               本場、北部市場、南部市場及びと畜場の経営

土地区画整理組合貸付金 409            409            -               民間土地区画整理組合への貸付

市 街 地 再 開 発 事 業 2,835         2,739         96             市街地再開発事業の実施

墓 地 公 園 整 備 事 業 1,174         1,174         -               墓地、公園整備事業の実施

基 金 111,029      111,029      -               教育基金はじめ15基金の管理

用 地 先 行 取 得 22,475        22,475        -               公共施設用地先行取得事業の実施

公 債 646,603      646,527      76             市債の借入、償還の一括管理

合 計 1,163,744    1,157,218    6,526         

＊各数値は表示単位未満で四捨五入しており、合計等において一致しない場合があります。
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平成２０年度公営企業会計決算の状況

○ 公営企業会計とは、特別会計のうち、地方公営企業法の適用を受ける特別会計を

いいます。

（単位：百万円）

会 計 名 収 入 支 出 差 引 事 業 内 容

病 院 事 業 20,698 25,234 △ 4,536 市民病院の経営と施設整備　　

水 道 事 業 49,765 48,824 941 水道事業の経営と施設整備

工 業 用 水 道 事 業 842 835 6 工業用水道の経営と施設整備　　　　　

下 水 道 事 業 74,473 73,133 1,340 下水道事業の経営と施設整備

自 動 車 運 送 事 業 25,011 24,058 953 市バス事業の経営と施設整備　　　

高 速 度 鉄 道 事 業 83,271 81,491 1,780 地下鉄事業の経営と新線建設及び施設整備

合 計 254,060 253,575 485 

＊各数値は表示単位未満で四捨五入しており、合計等において一致しない場合があります。
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平成２０年度公営企業の経営状況

（単位：百万円）

病院事業 水道事業 工業用水道事業 下水道事業 自動車運送事業 高速度鉄道事業

資産合計 31,074 374,331 20,227 1,041,051 21,751 824,413

固定資産 29,191 336,539 19,057 1,000,842 20,813 804,816

流動資産 1,883 37,792 1,170 39,410 938 19,596

見返勘定 -                     -                     -                     799 -                     -                     

負債合計 7,411 53,647 134 21,691 39,525 315,469

固定負債 3,819 39,472 49 2,151 28,133 293,074

流動負債 3,592 14,175 84 19,539 11,392 22,395

資本合計 23,663 320,684 20,093 1,019,360 △ 17,774 508,943

自己資本金 23,376 205,936 11,418 427,907 17,145 252,692

借入資本金 15,094 102,306 8,209 532,385 13,981 417,165

剰余金 △ 14,808 12,442 466 59,067 △ 48,900 △ 160,914

負債･資本合計 31,074 374,331 20,227 1,041,051 21,751 824,413

当期収益 20,698 49,765 842 74,473 25,011 83,271

当期費用 25,234 48,824 835 73,133 24,058 81,491

当年度純利益 △ 4,536 941 6 1,340 953 1,780

△ 11,985 -                     49 -                     △ 54,239 △ 320,372

△ 16,521 941 55 1,340 △ 53,286 △ 318,592

＊各数値は表示単位未満で四捨五入しており、合計等において一致しない場合があります。
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当年度未処分利益剰余金
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本

前年度繰越利益剰余金
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（単位：百万円）

残    高 各      基      金      の      概      要

150,113 計画的に積立を行い、市債の償還財源を確保する基金

（ う ち 満 期 一 括 償 還 分 ） (146,474) 市場公募債等の満期一括償還財源を確保するもの

4,181 余裕財源の積立や積立金取崩により年度間の財源調整を行う基金

27,977

火 災 等 損 害 て ん 補 積 立 基 金 7,656

介 護 給 付 費 準 備 基 金 4,089

国 際 交 流 事 業 積 立 基 金 2,270

文 化 振 興 事 業 積 立 基 金 1,358

介 護 従 事 者 処 遇 改 善 臨 時 特例 基金 1,104

環 境 保 全 基 金 607

ほ か ９ 基 金 10,893

4,514

土 地 基 金 4,000

ほ か ２ 基 金 514

186,785

        積立金・運用収益を特定の目的・事業に使用する基金

        土地・美術品等の購入・売却を繰り返し、定額運用する基金

基       金       名

合                  計

公 債 償 還 基 金

特 定 目 的 基 金

定 額 基 金

財 政 調 整 基 金

基金の状況（平成２０年度末基金残高）
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名古屋市の財政構造（歳入）

普通会計歳入決算額の推移

4,966 4,805 4,806 4,689 4,568 4,611 4,735 4,952 5,165 5,163

454 474 326 274 210 117 44
12

5 6

1,256
1,005 949
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898 930

1,246
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（億円）

そ の 他

市 債

国 庫 支出金

地 方 交付税

市 税

9,912

11,211

10,623
10,904

10,662
10,422

10,056

＊各数値は表示単位未満で四捨五入しており、合計額において一致しない場合があります。

9,644 9,802 9,721
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名古屋市の財政構造（歳出）

普通会計歳出決算額（性質別）の推移

1,986 1,963 1,943 1,885 1,895 1,894 1,872 1,828 1,879 1,855

1,239 1,107 1,179 1,245 1,341 1,412 1,460 1,475 1,536 1,612

1,304 1,418 1,551 1,562 1,673 1,560 1,487 1,470 1,513 1,452

2,069 1,927 1,829 1,722 1,423 1,255 1,015
1,167 973

4,538
4,136 4,299 4,164 4,020

3,895
3,769

3,851 3,670 3,790

1,222

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
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（億円）

そ の 他

投 資 的経費

公 債 費

扶 助 費

人 件 費

9,847
9,682

11,137

10,551
10,801

10,578
10,352

10,017
9,603

＊各数値は表示単位未満で四捨五入しており、合計額において一致しない場合があります。

9,765
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平成２０年度外郭団体の経営状況

（単位：百万円）

名古屋市
土地開発公社

名古屋市
住宅供給公社

名古屋
高速道路公社 その他２２団体

出資金 20 50 289,851 24,032

うち本市出資額 20 50 144,926 14,382

（出資比率） 100% 100% 50%
出資団体数 1 1                        2                        

資産合計 81,769 34,697 1,577,533 130,427

固定資産 22 24,281 1,555,936 111,952

流動資産 81,747 10,417 19,889 18,452

繰延勘定 -                        -                        1,708 22

負債合計 80,108 30,976 1,287,682 115,461

固定負債 68,898 13,019 1,269,156 98,163

流動負債 11,210 17,957 18,526 17,298

正味財産 1,661 3,721 289,851 14,966
負債･正味財産合計 81,769 34,697 1,577,533 130,427

当期収入 24,762 13,020 60,871 57,006

当期支出 24,470 12,707 60,871 58,280

当期利益(税引き後） 292 313 -                        △ 1,346

前期繰越利益 1,349 3,358 -                        △ 10,742
当期未処分利益 1,641 3,671 -                        △ 12,088

＊ 基本財産の１／２以上出資している団体などについて作成しています。
各数値は表示単位未満で四捨五入しており、合計等において一致しない場合があります。
損益計算書中当期利益欄は、財団法人については、正味財産増減計算書のうち一般正味財産の増減を示していま
す。
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平成２０年度財務諸表（１）

（単位：億円）

公 共 資 産 37,324 固 定 負 債 18,912

有 形 固 定 資 産 36,718 地 方 債 16,557

売 却 可 能 資 産 606 111

投 資 等 7,962 退 職 手 当 引 当 金 1,451

投 資 及 び 出 資 金 5,211 損 失 補 償 等 引 当 金 793

貸 付 金 2,301 流 動 負 債 2,516

基 金 等 265 翌 年 度 償 還 予 定 地 方 債 2,158

長 期 延 滞 債 権 197 短 期 借 入 金 -             

回 収 不 能 見 込 額 △ 12 未 払 金 13

流 動 資 産 1,623 238

現 金 ・ 預 金 1,573 賞 与 引 当 金 107

   財 政 調 整 基 金 42                        負 債 合 計 21,428

   減 債 基 金 1,493

   歳 計 現 金 38

未 収 金 50 6,486

24,266

そ の 他 一 般 財 源 等 △ 5,415

資 産 評 価 差 額 144

　　　　　　　　　　　 純 資 産 合 計 25,481

46,909 46,909

［ 資 産 の 部 ］ ［ 負 債 の 部 ］

○　貸借対照表（普通会計）

資  産  合  計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

長 期 未 払 金

［ 純 資 産 の 部］

公 共 資 産 等 整 備 国 県 補 助 金 等

翌 年 度 支 払 予 定 退 職 手 当

公 共 資 産 等 整 備 一 般 財 源 等

借     方 貸     方
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平成２０年度財務諸表（２）

○ 　行政コスト計算書（普通会計）

【 経常行政コスト 】 【 経常収益 】

 人にかかるコスト 1,772 24.3 81.5

 人件費 1,541 21.1 70.9

 退職給与引当金繰入等 124 1.7 5.7

 賞与引当金繰入額 107 1.5 4.9

 物にかかるコスト 1,598 21.9 73.5

 物件費 772 10.6 35.5

 維持補修費 273 3.7 12.5

 減価償却費 553 7.6 25.5

 移転支出的なコスト 3,597 49.2 165.4

 扶助費 1,612 22.1 74.1

 補助費等 387 5.3 17.8

 他会計等への支出額 1,381 18.9 63.5

 他団体への公共資産整備補助金等 217 2.9 10.0

 その他のコスト 336 4.6 15.5

 支払利息 325 4.4 15.0

 回収不能見込計上額 11 0.2 0.5

 その他行政コスト - - -

  経常行政コスト合計     ａ 7,303 100 335.9

※市民1人当たりの額は、平成20年度末現在の住民基本台帳登載人口（2,173,945人）
  により算出

区              分
総  額 構成比率 市民1人当

（億円） （％） たり(千円)
 使用料・手数料        　      ｂ 491

 分担金・負担金・寄附金　 　ｃ 84

　　経常収益合計　　  　　　　ｄ＝(ｂ＋ｃ） 575

　　　ｄ／ａ 7.87%

（差引）純経常行政コスト　ａ－ｄ 6,728

○　純資産変動計算書（普通会計）

（単位：億円）

　期首純資産残高 24,949

純経常行政コスト △6,728

一般財源 5,846

　　地方税 5,186

　　地方交付税 6

　　その他行政コスト充当財源 654

補助金受入 1,223

臨時損益 48

　　災害復旧事業費 △20

　　公共資産除売却損益 0

　　投資損失 △13

　　損失補償引当金繰入 81

資産評価替えによる変動額 143

その他 -             

　期末純資産残高 25,481

区              分
総  額

（億円）

（自平成２０年４月１日　至平成２１年３月３１日）

○ 行政コスト計算書は、人的サービスや給付サービスなどの資産形成につながらない行政サービス提供のための活動を、コストという側面から把握
するものです。
○ 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部の期首から期末への増減を明示するものです。
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平成２０年度財務諸表（３）

（単位：億円）

公 共 資 産 59,875 固 定 負 債 32,872
有 形 固 定 資 産 58,355 地 方 債 29,666
無 形 固 定 資 産 914 16,557
売 却 可 能 資 産 606 13,109

投 資 等 5,205 111
投 資 及 び 出 資 金 2,361 引 当 金 2,761
貸 付 金 2,295    （うち、退職手当等引当金） 1,948
基 金 等 369 　 （うち、その他の引当金） 813
長 期 延 滞 債 権 214 そ の 他 334
回 収 不 能 見 込 額 △ 34 流 動 負 債 4,248

流 動 資 産 2,666 翌 年 度 償 還 予 定 地 方 債 3,118
資 金 1,945 短 期 借 入 金 5
未 収 金 383 未 払 金 534
その他 360 翌年度支払予定退職手当 310
回収不能見込額 △22 賞 与 引 当 金 153

繰 延 勘 定 8 そ の 他 128
37,120

　　　　　　　 純 資 産 合 計 30,634

67,754 67,754資  産  合  計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

　普通会計地方債

［ 純 資 産 の 部］

　公営事業地方債
長 期 未 払 金

              負 債 合 計

貸     方

［ 資 産 の 部 ］ ［ 負 債 の 部 ］

○　貸借対照表(全会計）

借     方
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